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雇用調整助|成金の特例措置の助成内容
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経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、 労働者に対して一時的に休
業、教育訓練又は出向を行い、労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当等の一部を助成

する助成金制度です。

且

鴬金の概要助成

Ｌ
且新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響を受ける事業主支給対象

①解雇等を行わない場合の休業手当に対する助成率を最大9/10に引き上げ
②雇用保険被保険者でない労働者も休業の対象
③生産指標の要件を緩和
④事業所設置後1年以上を必要とする要件を緩和
⑤計画届の事後提出を可能とし提出期間を延長
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’ ’問い合わせ先 雇用調整助成金に関するコールセンター(O120-60-3999)
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ReLO7.html
詳細はこちら
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テレワーク用通信機器の導入・運用、就業規則・労使協定等の作成。変更などにかかる費用の
一部（対象経費の合計額×1／2， 100万円が上限）を助成する助成金制度です。
（※シンクライアント型端末（パソコン等）の購入費用は対象となりますが、シンクライアント型以外のパ
ソコン、タブレット、スマートフォンの購入費用は対象となりません。 ）
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助成金の概要 ､

’新型コロナウイルス感染症対策としてテレワークを新規で導入する中小企業事業主支給対象

②就業規則・労使協定等の作成・変更
④労働者に対する研修、周知・啓発
によるコンサルティング

①テレワーク用通信機器の導入。運用
③労務管理担当者に対する研修
⑤外部専門家（社会保険労務士など）

支給対象の

取組例
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テレワーク相談センター(O120－91-6479)
（※上記のフリーダイヤル以外にも､ 「03-5577-4724」 「03－5577－4734」
の電話番号（5月31日まで） 、 「sodan@japan-teleworkor.jp」のメールアドレスでも相談を受け
付けています。 ）
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令和2年4月16日時点(表面）








